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FTA HSバージョン HSコード 原産地規則

RCEP HS2012 4601.21 CTH又はRVC40

TPP HS2012 4601.21 第46.01項の産品への他の類の材料からの変更

アセアン -日本 EPA 
(AJCEP) HS2002 4601.21 CC(第1401.90号のいぐさからの変更を除く。)

ブルネイ -日本 EPA HS2002 4601.21 第4601.20号又は第4601.91号の産品への他の類の材料からの
変更(第1401.90号のいぐさからの変更を除く。)

抽出月：2022年10月

協定ごとに異なる原産地規則（日・ブルネイ の例）
RCEP発効により、ますます選択肢の広がるFTA活用ですが、本レポートでは、ある輸入国と
輸出国（原産国）の組み合わせで適用可能なFTAと原産地規則の例を、具体的なHS
コードとともにご紹介します。

（ブルネイ）（日本）

FTA HSバージョン HSコード 原産地規則

RCEP HS2012 4401.22 CTH又はRVC40

TPP HS2012 4401.22
第44.01項から第44.21項までの各項の産品への他の項の材料
からの変更

アセアン -日本 EPA 
(AJCEP) HS2002 4401.22 CTH

ブルネイ -日本 EPA HS2002 4401.22 第44.01項から第44.11項までの各項の産品への当該各項以外
の項の材料からの変更
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4601.21 –わら、エスパルトその他の組物材料の製品並びにかご細工物及び枝条細工物、さなだその他これに類する組物材料から成る物
品（ストリップ状であるかないかを問わない。）並びに組物材料又はさなだその他これに類する組物材料から成る物品を平行につなぎ及び織
つたものであつてシート状のもの（最終製品（敷物、壁掛等）であるかないかを問わない。）、敷物及びすだれ（植物性材料製のものに
限る。）、竹製のもの

4401.22 –木材及びその製品並びに木炭、のこくず及び木くず（棒状、ブリケット状、ぺレット状その他これらに類する形状に凝結させてある
かないかを問わない。）、薪材並びにチップ状又は小片状の木材、チップ状又は小片状の木材、針葉樹以外のもの
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FTA HSバージョン HSコード 原産地規則

RCEP HS2012 6301.10 CC

TPP HS2012 6301.10

第63.01項から第63.04項までの各項の産品への他の類の材料
からの変更(第51.06項から第51.13項までの各項、第52.04項
から第52.12項までの各項、第54.01項から第54.02項までの各
項、第5403.33号から第5403.39号までの各号、第5403.42号
から第5403.49号までの各号、第54.04項から第54.08項までの
各項、第55.03項、第5506.30号、第55.08項から第55.16項ま
での各項、第58.01項から第58.02項までの各項、第59.03項又
は第60.01項から第60.06項までの各項の材料からの変更を除
く。)。ただし、当該産品が、一又は二以上の締約国の領域にお
いて、裁断され若しくは特定の形状に編まれ又はその両方が行
われ、かつ、縫い合わされ又は組み立てられることを条件とする。

アセアン -日本 EPA 
(AJCEP) HS2002 6301.10

CC(第50.07項、第51.11項から第51.13項までの各項、第
52.08項から第52.12項までの各項、第53.09項から第53.11項
までの各項、第54.07項、第54.08項、第55.12項から第55.16
項までの各項又は第60類の非原産材料を使用する場合には、
当該非原産材料のそれぞれが1又は2以上の締約国において完
全に製織され、又はメリヤス編みされ、若しくはクロセ編みされる
場合に限る。)

ブルネイ -日本 EPA HS2002 6301.10

第63.01項から第63.08項までの各項の産品への他の類の材料
からの変更(第50.07項、第51.11項から第51.13項までの各項
、第52.08項から第52.12項までの各項、第53.09項から第
53.11項までの各項、第54.07項、第54.08項、第55.12項から
第55.16項までの各項又は第60類の非原産材料を使用する場
合には、当該非原産材料のそれぞれがいずれかの締約国又は
東南アジア諸国連合の加盟国である第三国において完全に製
織され、又はメリヤス編みされ、若しくはクロセ編みされる場合に
限る。)

6301.10 –紡織用繊維のその他の製品、セット、中古の衣類、紡織用繊維の中古の物品及びぼろ、毛布及びひざ掛け、電気毛布

抽出月：2022年10月
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Trade Compass🄬🄬とは

近年、国家・地域間の国際通商交渉が加速することにより、世界のFTA網が益々複雑化し
ています。Trade Compass🄬🄬はクラウドベースの統合データベースであり、多種多様なFTA・
EPAに関わる情報を一括マトリックスで表示する機能、関税データの詳細を確認する機能、将
来の削減ポテンシャルを分析する機能、最適な調達国を洗い出す機能、そして実貿易データ
と関税率の変化を結び付け表示する機能を装備しています。
グローバルにビジネスを展開する製造業者はTrade Compass🄬🄬を活用することによりFTAの使
い漏れを洗い出し、最適なサプライチェーンを構築し、コンプライアンスを強化することができます。
Trade Compass🄬🄬は言語は英語・日本語の二か国語対応になっています。また、クラウド上
で稼働していますので、ユーザーはネット規制がないすべての国々からアクセスすることも可能で
す。

Trade Compass🄬🄬の主な機能

Tariff Search
（関税率・原産地規則検索）

関税率・原産地規則の確認

■ HSコード・キーワードにより、関税分類・
原産地規則を検索

■関税率を将来（最大 10 年先）まで把握

関税率・原産地規則確認機能

自社製品の関税分類を検証・確認

■複数国の関税分類（HSコードおよび品目）
を同時に比較表示することで、自社の関税
分類を検証

関税分類比較機能

Classification Support
（複数国間の関税分類比較）
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お問い合わせ

デロイト トーマツ税理士法人
Tel： 03-6213-3800 （代）
www.deloitte.com/jp/tax
trade_compass_tax_cs@tohmatsu.co.jp

Cost Reduction Potential
（関税削減ポテンシャル試算）

FTA活用によるコスト削減余地の可視化

■自社サプライチェーン情報（輸出入国・
品目・取引規模）に基づき、FTA 活用可
能性と関税コスト削減ポテンシャルを将
来にわたりシミュレーション

■ FTA 使い漏れの防止による当期利益への
貢献を実現

効果試算機能

関税率・為替を考慮した最適な
サプライチェーンの把握

■為替変動と将来関税を考慮し、サプライ
チェーン別の調達コストを同時比較

サプライチェーン別調達コスト分析機能

Sourcing Analysis
（関税・為替を加味した調達コスト比較）

品目別主要輸出入国の可視化による
サプライチェーン検証

■品目別主要輸出入国（グローバルで上位
10 ヶ国）を表示し、マーケット動向と自
社サプライチェーンの差異を検証

品目別主要輸出入国確認機能

Trade Analysis
（品目別の貿易金額・関税率分析）
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